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なぜRABモデルなのか



原⼦⼒産業は存続の危機に直⾯

出所：資源エネルギー庁（2022）「今後の原⼦⼒政策について」2⽉24⽇（第24回総合資源エネルギー調査会原⼦
⼒⼩委員会資料3）p.49



将来の⾒通したたず、サプライチェーンが劣化

5出所：資源エネルギー庁（2024）「原⼦⼒に関する動向と課題・論点」10⽉16⽇（第41回総合資源エネルギー調査会原⼦⼒⼩委員会資料1)p.29



衰退産業に国が⽀援

6出所：資源エネルギー庁（2024）「原⼦⼒に関する動向と課題・論点」10⽉16⽇（第41回総合資源エネルギー調査会原⼦⼒⼩委員会資料1)p.45

原発は衰退の⼀途
→画策される原発⽀援



⻑期脱炭素電源オークションとその限界



容量市場と「脱炭素電源オークション」
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• 容量市場から「⻑期脱炭素電源オークション」へ
• 化⽯電源を全て「脱炭素電源」に置き換える。
• 問題となる「脱炭素電源」とは何か？

出典：電⼒広域的運営推進機関(2024)「⻑期脱炭素電源オークションの概要について（応札年度：2024年度実施分」7⽉, p.15



容量市場と「脱炭素電源オークション」
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•容量市場から「⻑期脱炭素電源オークション」へ
•化⽯電源を全て「脱炭素電源」に置き換える。

出典：電⼒広域的運営推進機関ウェブサイト  https://www.occto.or.jp/capacity-market/decarbonation_know
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対象となる電源

出典：電⼒広域的運営推進機関(2024)「⻑期脱炭素電源オークションの概要について（応札年度：2024年度実施分）」7⽉, p.20
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「⻑期脱炭素電源」オークションの結果（2023年度）
• ⽕⼒67.3%、原⼦⼒13.5%で8割超
• 電⼒システム改⾰・GX「脱炭素」政策に⽕⼒・原

⼦⼒維持策がビルトインされている。

出典：電⼒広域的運営推進機関(2024)「⻑期脱炭素電源オークションの概要について（応札年度：2024年度実施分」7⽉, p.14



恣意的な「脱炭素電源」の指定と募集量
• ⽕⼒

• 既設⽕⼒の改修（アンモニア・⽔素混焼含む） 100万kW
→ ⼆酸化炭素排出が促進される
• LNG専焼⽕⼒の新設・リプレース 200万kW ＋24.368万kW(2023年度の残

余）
※ 2023〜25年度で600万kW

• 原⼦⼒
• 既設原⼦⼒発電の安全対策投資 200万kW（上限）
→ 投資済み案件に後追いで補助。

• 揚⽔・蓄電池
• 75万kW
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募集容量合計の約87.5％が⽕⼒・原⼦⼒



原発新設を可能にするRABモデル



岸⽥政権最後の反転政策＝RABモデル
• 原⼦⼒⼩委員会（2024年2⽉）

• 脱炭素電源オークションがあっても、原⼦⼒に対する与信枠が縮⼩、結果として融
資枠が限られることが⽰された。

• 資⾦調達が⾮常に困難な状態。
→ 政府の債務保証や新たな資⾦メカニズム【事業環境整備】

• RAB(Regulated Asset Base)モデル
• 『朝⽇新聞』2024年7⽉24⽇で報道。
• 参考にされたのは、イギリスの原発新設(Sizewell C原発）のための資⾦メカニズム。
• 320万kW(160万kW×2基）。総建設費⽤は428億ポンドになる可能性が⽰唆されて

いる。（約8兆円）
• 容量市場→⻑期脱炭素電源オークション＋RABモデル

• これまでの流れからすれば、法律改正・制定をすることなく、RABモデルを導⼊す
る可能性がある。
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脱炭素電源オークションでも難しい原発新設
・現⾏制度とは、「⻑期脱炭
素電源オークション」をはじ
めとする原⼦⼒⽀援策のこと。
・あげられているリスクは、
原⼦⼒発電固有のリスクであ
り、市場経済のもとでは原発
新設のための資⾦調達が不可
能であることを物語っている。

出所：デロイトトーマツ（2024）「原⼦⼒⼩委員会プレゼン 次世代⾰新炉への投資や再稼働投資に関わる原⼦⼒事業環境⾯での課題」（第38
回原⼦⼒⼩委員会、資料4、p.13)、2⽉20⽇



岸⽥政権最後の反転政策＝RABモデル
• 原⼦⼒⼩委員会（2024年2⽉）

• 脱炭素電源オークションがあっても、原⼦⼒に対する与信枠が縮⼩、結果として融
資枠が限られることが⽰された。

• 資⾦調達が⾮常に困難な状態。
→ 政府の債務保証や新たな資⾦メカニズム【事業環境整備】（GX政策の⼀環）

• RAB(Regulated Asset Base)モデル
• 『朝⽇新聞』2024年7⽉24⽇で報道。
• 参考にされたのは、イギリスの原発新設(Sizewell C原発）のための資⾦メカニズム。
• 320万kW(160万kW×2基）。総建設費⽤は428億ポンドになる可能性が⽰唆されて

いる。（約8兆円）
• 容量市場→⻑期脱炭素電源オークション＋RABモデル＋債務保証？

• これまでの流れからすれば、法律改正・制定をすることなく、RABモデルを導⼊す
る可能性がある。
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新たな延命策：RABモデル（＝総括原価⽅式）
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①RABの価値の増加（建設期間）: 建設段階での資本投資を
反映。

②運転段階でのRABの減少: 減価償却を反映。

③追加の資本投資: RABに追加。

④減価償却により運転期間が終わる際にRABはゼロになる。

⑤建設期間から投資家（電⼒会社）に投資に対する報酬（収
⼊）が発⽣。（＝事業報酬のようなもの）

⑥運転期間における投資回収（減価償却に伴う回収）

⑦許可収⼊：維持費・運転費、廃炉費、放射性廃棄物処分費

出所：https://consumer.scot/publications/public-information-note-on-nuclear-rab-and-sizewell-c-html/



RABモデルの特徴
• 電⼒会社は、建設期間中から収益を得ることができる。

• 電⼒会社は、建設期間が延びたり、建設費が増加しても収益を得る。

• 当該電⼒会社の消費者でない消費者からも資⾦を回収しうる制度であ
る。

• RABモデルの対象となる原発のコストとリスクは他電源と⽐べて⾼
い。そのため電気料⾦は上がる。

• RABモデルは、特定⺠間企業（⼤⼿電⼒会社）の特定電源（原発）
の新設を対象にした資⾦⽀援の仕組みにである。これは、当該電⼒会
社を競争上著しく有利にすることから電⼒⾃由化の趣旨にも反する。



まとめ
• 原⼦⼒産業は衰退の⼀途にある。経済産業省は、衰退産業である原発への

⽀援策が必要との図式を⽰した。

• ⻑期脱炭素電源オークションは、巨額の資⾦を原発/⽕⼒に与える制度であ
る。だが、この制度をもってしても原発新設の資⾦調達は困難である。

• RABモデルは、原発を対象にした総括原価⽅式の改悪バージョンである。
これに加えて、政府は、原発に対して債務保証を⾏う可能性がある。

• 原発のコストは⾼い。また、原発のみが電⼒の供給安定性（供給信頼度）
を⾼めるわけではない。「経済性」や「電⼒の安定供給」は、原発⽀援の
理由にならない。


